
串間市の給与・定員管理等について

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

歳出額 実質収支 人件費 人件費率

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

平成２６年度 20,060人 11,699,072千円 318,038千円 2,274,211千円 19.4% 19.2%

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

給料 職員手当
期末・

勤勉手当
計　Ｂ

平成２６年度 240人 894,251千円 167,435千円 323,335千円 1,385,021千円 5,771千円

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　　　２　職員数は、平成２６年４月１日現在の人数です。

　　　３　給与費には、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には

　　　　当該職員を含んでいません。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一基準で比較するため、

　　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

　　　　適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類型団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均した

　　　　ものである。

　　　３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額 

　　　　措置が無いとした場合の値である。
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（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引き下げ及び地域

　　　手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。

①給料表の見直し

【　実施　未実施　】

　実施内容

②地域手当の見直し

　実施内容

③その他の見直し内容

　実施内容

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引き下げ。初任給に係る号級等
　　　については据置。高齢層については、最大４％引き下げ。激変緩和のため、当分の間、経過措置（現
　　　給保障）を実施。
　　　　他の給料表についても、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

制度なし

単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）
管理職員特別勤務手当について、国と同様の制度を制定。（平成２７年４月１日実施）



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２７年４月１日現在）

　　一般行政職

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

39.0歳 300,157円 356,792円

43.6歳 326,479円 401,950円

43.5歳 334,283円 －

42.8歳 322,071円 377,770円

(注)１．｢平均給料月額｣とは、平成27年4月1日現在における職員の基本給の平均である。

（２）職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在）

串間市 宮崎県 国

大学卒 174,200円 174,200円 174,200円

高校卒 142,100円 142,100円 142,100円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

大学卒 250,800円 287,000円 339,900円

高校卒 211,100円 250,800円 287,000円

区分

　　２．｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされてい
　　　るものである。
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３　一般行政職の級別職員等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２７年４月１日現在）

区分 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

１級 22人 11.3% 140,100円 246,100円

２級 25人 12.8% 190,200円 303,000円

３級 49人 25.1% 226,400円 348,800円

４級 53人 27.2% 259,900円 389,500円

５級 28人 14.4% 286,200円 391,800円

６級 17人 8.7% 317,000円 409,000円

７級 1人 0.5% 361,300円 443,700円

（注）１串間市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２標準的な職務内容とは、それぞれの給に該当する代表的な職務である。

（２）昇給への勤務成績の反映状況

標準的な職務内容

主事・技師

○勤務成績の評定の実施状況及び反映状況

　串間市一般職職員の給与に関する条例第４条により、勤務成績に応じて４号給（５５歳以上の職員にあっては２号給）
を標準として、規則に定める基準に従い決定する。
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４　職員手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

1,318千円 1,570千円

（平成２６年度支給割合） （平成２６年度支給割合） （平成２６年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60月 1.50月 2.60月 1.50月 2.60月 1.50月

（1.45月分） （0.70月分） （1.45月分） （0.70月分） （1.45月分） （0.70月分）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等に 職制上の段階、職務の級等に 職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 よる加算措置 よる加算措置

・役職加算　　　7％～10％ ・役職加算　　　5％～20％ ・役職加算　　　5％～20％

・管理職加算　　10％～25％ ・管理職加算　　10％～25％

（注）（）内は、再任用職員にかかる支給割合である。

　　勤勉手当への勤務成績の反映状況

（２）退職手当（平成２７年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２０．４４５月分 ２５．５５６２５月分 勤続２０年 ２０．４４５月分 ２５．５５６２５月分

勤続２５年 ２９．１４５月分 ３４．５８２５月分 勤続２５年 ２９．１４５月分 ３４．５８２５月分

勤続３５年 ４１．３２５月分 ４９．５９月分 勤続３５年 ４１．３２５月分 ４９．５９月分

最高限度額 ４９．５９月分 ４９．５９月分 最高限度額 ４９．５９月分 ４９．５９月分

その他の加算措置（定年前早期退職者特例措置） その他の加算措置（定年前早期退職者特例措置）

退職時 ２％～２０％加算 退職時 ３％～４５％加算

１人当たり

平均支給額 20,605千円

（３）特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）

特殊勤務

手当

（２６年度）

（注）割合・支払年額については、普通会計分で企業会計分は除いたものです。

（４）時間外勤務手当

２６年度 支給総額 51,481千円

時間外 １人当たり支給年額 213千円

勤務手当 ２５年度 支給総額 36,748千円

１人当たり支給年額 152千円

区                 分

国

１人あたりの平均支給額（平成２６年度）
―

○勤務成績の評定の実施状況及び反映状況

　勤務実績の反映なし（一律支給）

串間市 国

串間市 宮崎県

１人あたりの平均支給額（平成２６年度）

14.23%

全職種

消防業務

支給実績 2,630千円

代表的な手当の
名称

職員全体に占める手当支給職員の割合

支給額の多い手当

されている手当

多くの職員に支給

放射線業務・薬剤業務・検査業務

消防業務（夜間特殊業務・救急業務）

10

80,606円

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額



（５）その他の手当（平成２７年４月１日現在）

手
当
名

国の制度と
の異同

国の制度と異な
る内容

支給実績
（平成２６年

度）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（平成２６年度）

配偶者 13,000円

配偶者以外 6,500円

配偶者なしの１人 11,000円 千円

満16歳の年度初めから満22歳の 31,646 261,534円

年度末までの子１人につき

5,000円

借家・借間で月額23,000円

以下を支払っている職員（最高） 千円

11,000円 22,843 282,007円

月額23,000円を超える場合（最高）

27,000円

交通機関利用者限度額 55,000円

交通用具利用

　２㎞～　５㎞ 2,000円

　５㎞～１０㎞ 4,200円

１０㎞～１５㎞ 7,100円

１５㎞～２０㎞ 10,000円

２０㎞～２５㎞ 12,900円 千円

２５㎞～３０㎞ 15,800円 7,430 70,091円

３０㎞～３５㎞ 18,700円

３５㎞～４０㎞ 21,600円

４０㎞～４５㎞ 24,400円

４５㎞～５０㎞ 26,200円

５０㎞～５５㎞ 28,000円

５５㎞～６０㎞ 29,800円

６０㎞以上 31,600円

部長級 63,000円 千円

課長級 42,000円 12,158 392,198円

対策監・指導監 32,000円

支所長・保育園園長など 16,000円

千円

7,157 216,878円

千円

276 276,000円

千円

1,144 34,666円

内容及び支給単価

扶
養
手
当

同じ ―

住
居
手
当

同じ ―

休
日
勤
務
手
当

同じ ―

休日法による休日及び年末年始の休
日に勤務を命ぜられた職員に支給
勤務時間１時間当たりの給与額の
135/100～160/100

―

管
理
職
手
当

同じ ―

通
勤
手
当

同じ

単
身
赴
任
手
当

公署を異にする異動又は在勤する公
署の移転に伴い、住居を移転し、同居
していた配偶者と別居することになった
職員に支給（月額70,000円）

同じ ―

休
日
勤
務
手
当

午後10時から翌日午前５時までの監に
勤務を命ぜられた職員に支給
勤務時間１時間当たりの給与額の
25/100

同じ ―



５　特別職の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在）

市長 741,000円 1,010,000円 ／ 440,000円

副市長 594,000円 800,000円 ／ 552,000円

議長 365,000円 528,000円 ／ 304,000円

副議長 322,000円 450,000円 ／ 264,000円

議員 310,000円 420,000円 ／ 249,000円

市長 （平成２６年度支給割合）

副市長 3.1月分

議長 （平成２６年度支給割合）

副議長 3.1月分

議員

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

市長 　741,000円×48月×0.5 17,784,000円 任期毎

副市長 　594,000円×48月×0.3 8,553,600円 任期毎

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年

＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

退
職
手
当

給
料

区分 給与月額等

（参考）類似団体における最高／最低額

報
酬

期
末
手
当



６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

   区分

部門 平成26年 平成27年

議会 5 5

総務 60 67 7 育児休業の増、危機管理課の設置

税務 15 15

農水 27 27

商工 7 8 1 業務内容の見直し

土木 16 16

民生 38 35 -3 退職者不補充

衛生 10 11 1 業務内容の見直し

小計 178 184 6 〈参考〉

人口１万人当たり職員数                92.71人

（類似団体の人口１万人当たり職員数　　69.27人）

教育 21 20 -1 その他

消防 35 34 -1 その他

小計 234 238 4 〈参考〉

人口１万人当たり職員数                119.92人

（類似団体の人口１万人当たり職員数　　91.01人）

公 病院 99 97 -2 医師等の不補充

営 水道 8 7 -1 業務内容の見直し

企 その他 29 27 -2 業務内容の見直し

業 小計 136 131 -5

等

370 369 -1 〈参考〉

［469］ ［469］ 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　185.93人

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　［　　］内は、条例定数の合計である。

職     員     数 対前年
増減数

主な増減理由

普
通
会
計
部
門

合        計



（２）年齢別職員構成の状況

（３）職員数の推移

年度

部門別

189 190 188 187 178 184 ▲ 5 (▲ 2.6%)

22 20 21 21 21 20 ▲ 2 (▲ 9.1%)

35 34 34 34 35 34 ▲ 1 (▲ 2.9%)

246 244 243 242 234 238 ▲ 8 (▲ 3.3%)

126 129 129 130 136 131 5 (4.0%)

372 373 372 372 370 369 ▲ 3 (▲ 0.8%)

普通会計計

公営企業等会計計

総合計

過去５年間の
増減数（率）

２７年２６年２５年２４年

一般行政職

２３年２２年

教育

消防

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

区分
20歳未
満

20歳～
23歳

24歳～
27歳

28歳～
31歳

32歳～
35歳

36歳～
39歳

40歳～
43歳

44歳～
47歳

48歳～
51歳

52歳～
55歳

56歳～
59歳

60歳
以上

職員数 2人 17人 35人 45人 57人 65人 42人 31人 22人 19人 30人 4人


